
 第５号議案  

 

定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更の一部（容量市場関係規定）の施行につ

いて 

 

（案） 

 

以下の日付で経済産業大臣の認可を受けた定款等の変更のうち、一部（以下「容

量市場関係規定」という。）については、それぞれ附則第１条第２項の規定により、

2019 年７月１日から 2021 年３月 31 日の範囲内において本機関の理事会の議決によ

り定める日から施行すると定めている。 

 ①2019 年７月１日付けで経済産業大臣の認可を受けた定款、業務規程及び送配電

等業務指針の変更 

 ②2019 年 12 月 11 日付けで経済産業大臣の認可を受けた送配電等業務指針の変更 

 

 ＜容量市場関係規定＞ 

○定款（別紙１－１） 

  第５条、第７条、第３６条、第４０条、第４３条、第５５条の２及び第５７条 

○業務規程（別紙１－２） 

第３２条の２から第３２条の４６、第３５条及び第１７９条並びに 

附則（令和元年７月１日）第３条 

○送配電等業務指針（別紙１－３） 

第１５条の２から第１５条の１９まで、第１７条、第１３９条及び第２６９条 

 

 

今般、業務規程第３２条の２第１号の規定に基づくメインオークションの実施

（第３２条の２０の規定に基づく容量確保契約の締結結果の公表等までを含む。）に

必要な準備状況（別紙２）を踏まえ、今後、第３２条の１２の規定に基づくメインオ

ークション募集要綱の策定及び公表を令和２年２月上旬に行うことをはじめ、容量市

場関係規定に基づく本機関の業務等を順次行う必要があるため、容量市場関係規定の

施行期日は、令和２年２月１日とする。 

 また、別紙３により、本議案の議決内容を本日公表する。 

 

以 上 

 

【添付資料】 

別紙１－１：定款（一部抜粋） 

別紙１－２：業務規程（一部抜粋） 

別紙１－３：送配電等業務指針（一部抜粋） 

別紙２：メインオークションの実施等に必要な関連文書の策定及びシステムの開発の

進捗状況 

別紙３：本機関のウェブサイト公表文 

電力広域的運営推進機関
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附則（令和元年７月１日） 

 

（施行期日） 

第１条 （略） 

２ 前項にかかわらず、第５条、第７条、第３６条、第４０条、第４３条、第５

５条の２及び第５７条の規定は、２０１９年７月１日から２０２１年３月３

１日の範囲内において本機関の理事会の議決により定める日（ただし、経済産

業大臣の認可を受けた日以降の日に限る。）から施行する。 
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平成２７年４月１日施行

令和元年７月１日変更

 

業務規程 
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別紙１－２
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附則（令和元年７月１日） 

 

（施行期日） 

第１条 （略） 

２ 前項にかかわらず、第３２条の２から第３２条の４６、第３５条及び第１７

９条並びに附則第３条は、２０１９年７月１日から２０２１年３月３１日の

範囲内において本機関の理事会の議決により定める日（ただし、経済産業大臣

の認可を受けた日以降の日に限る。）から施行する。 
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平成２７年４月２８日施行

令和元年１２月１１日変更

 

 

送配電等業務指針 
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別紙１－３
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附則（令和元年７月１日） 

 

（施行期日） 

第１条 （略） 

２ 前項にかかわらず、第１５条の２から第１５条の１９まで、第１７条、第

１３９条及び第２６９条の規定は、２０１９年７月１日から２０２１年３月

３１日の範囲内において本機関の理事会の議決により定める日（ただし、経

済産業大臣の認可を受けた日以降の日に限る。）から施行する。 

 
 
附則（令和元年１２月１１日） 
 

（施行期日） 

第１条 （略） 

２ 前項にかかわらず、第１５条の４の規定は、経済産業大臣の認可を受けた

日から令和３年３月３１日の範囲内において本機関の理事会の議決により定

める日から施行する。 

３ （略） 

４ （略） 
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約定
処理

約定処理ツール
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⽂書

フェーズ２

フェーズ１
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登録

メイン
オーク
ション
・

契約書
締結

容量確保契約書締結のための⼿続期間
約定結果の公表⽇~10⽉30⽇

2019年度 2020年度
1⽉ 2⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉

契約書締結
結果の公表
2020年11⽉

電源等情報の登録受付期間
2020年3⽉11⽇（⽔）~3⽉31⽇（⽕）

事業者情報の登録受付期間
2020年3⽉2⽇（⽉）~3⽉6⽇（⾦）

▲公表
【メインオークション募集要綱】

▲公表
【業務マニュアル メインオークション・容量確保契約編】

需要曲線の公表
2020年6⽉24⽇までに公表

応札の受付期間
2020年7⽉1⽇
~7⽉7⽇

約定結果の公表
2020年8⽉31⽇までに公表

▲公表
【業務マニュアル 参加登録編】

システム
開発

総合テスト

単体テスト
機能結合テスト

検討会▲

意⾒募集▲

意⾒募集▲

受⼊テスト
・オペレーショントレーニング等

受⼊テスト
・オペレーショントレーニング等総合テスト

単体テスト
機能結合テスト 総合テスト

期待容量の登録受付期間
2020年5⽉7⽇（⽊）~5⽉21⽇（⽊）

受⼊テスト
・オペレーショントレーニング等

別紙２メインオークションの実施等に必要な関連⽂書の策定及びシステムの開発の進捗状況

※ スケジュールは、変更することがあります。 電力広域的運営推進機関



別紙３

定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更の⼀部（容量市場関係規定）の施⾏に

ついて 

以下の⽇付で経済産業⼤⾂の認可を受けた定款等の変更のうち、⼀部（以下「容量市場関係規定」という。）については、それぞ
れ附則第１条第２項の規定により、2019 年７⽉１⽇から 2021 年3 ⽉31 ⽇の範囲内において本機関の理事会の議決により
定める⽇から施⾏すると定められており、未施⾏でした。 
①2019 年７⽉１⽇付けで経済産業⼤⾂の認可を受けた定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更 
②2019 年12 ⽉11 ⽇付けで経済産業⼤⾂の認可を受けた送配電等業務指針の変更 
＜容量市場関係規定＞ 

○定款 
第５条、第７条、第36 条、第40 条、第43 条、第55 条の２及び第57 条 

○業務規程 
第32 条の２から第32 条の 46、第35 条及び第179 条並びに附則（令和元年７⽉１⽇）第３条 

○送配電等業務指針 
第15 条の２から第15 条の 19 まで、第17 条、第139 条及び第269 条 

第229 回理事会（2020 年1 ⽉29 ⽇開催）にて、当該容量市場関係規定の施⾏期⽇を 2020 年２⽉１⽇とする旨議決したの
で、お知らせします。 

１．定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更の⼀部（容量市場関係規定）の施⾏期⽇ 

2020 年2 ⽉1 ⽇ 

２．関連資料 

定款・業務規程・送配電等業務指針 

（参考）容量市場に関する今後の主なスケジュール 

2020 年2 ⽉ ︓メインオークション募集要綱の策定及び公表 
（詳細については、別途お知らせします。） 
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